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第1章 通信及び情報化の現況

昭和58年 度の我が国の経済は,名 目経済成長率4,1%,実 質経済成長率3.7

%と 実質経済成長率で前年度を上回 り,緩 やかながらも着実な回復 を示 し

た。これは,米 国の景気回復に伴い輸出が増加した こと,在 庫調整が終了し

たことに加え,石 油価格が低下し交易条件も緩やかながら改善 したこと,物

価が安定していたことによるものである。

社会経済の基盤をなす通信の分野においては,こ のような経済の動向の影

響を受け,58年7月,国 内通話料金等の引下げが実施された ものの,通 信サ

ービスの総生産額は,全 体では7兆2 ,245億 円と前年度に比べ4.8%の 増加を

示した。

本章では,58年 度の通信について,通 信産業の動向,通 信関連産 業の動

向,通 信事業経営の現状及び家計と通信について概述 し,さ らに我が国の情

報化の動向について取 り上げることとする。

第1節 昭 和58年 度 の 通 信 の 動 向

1社 会経済動 向 と通信

(1)通 信産業の動向

ア.概 況

国内通信については,郵 便物数のほか,ダ イヤル通話総通話回数,放 送受

信契約数とも安定 した伸びを示した。また,国 際通信については,郵 便物数

が横ばい傾向にあるものの,電 話取扱数が対前年度比30,6%と 大 きな伸びを
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第1-1-1表 通信サー ビスの生産額

(単位:億 円,%)

区 別 57年 度58年 度 増減(△)率 備 考

郵 便

公 社 電 話

有線放送電話

国 際 電 話

公 社 電 信

国 際 電 信

公 社 専 用

国 際 専 用

公通
鴛

丁
タ信

公社 データ
通 信 設 備

公社 デー タ
通信回線 等

国 際 そ の 他

NHK

民
間
放
送

ラ ジ オ

テ レ ビジ ョ ン

11,129

38,069

187

942

590

600

988

76

1,079

1,091

39,198

1,190

1,064

2,i70

87

2,805

1,502

9,796

i4,103

11,372

39,840

170

1,125

578

6ユ4

1,024

84

1,170

1,235

41,135

1,192

1,ヱ08

2,405

98

2,853

1,604

10,478

14,935

2.2

4.7

△9.1

19.5

△2.0

2.3

3.7

9.4

8.5

13.2

4.9

0.2

4.ヱ

10.8

12.4

1.7

6.8

7.0

5.9

郵政事業特別会計に
おける郵便業務収入

電電公社の電話収入

各事業体の事業収入

国際電電の電話収入

電電公社の電信収入

国際電電の電信収入

電電公社 の専用 収入

(データ通 信収入を除
く。)

国際電電 の専用収入(
データ通信収 入の

一部を含 む。)

電電公社 のデータ通
信収入

国際電電のその他の収
入

受信料収入と交付金
収入

民間放送各社のラジ
オ収入

民 間放送各社 のテ レ
ビジ ョン収入

合 計 68,941 72,245 4.8

参

考

国民総生産1・67…gl・78・1631 列 名噸
民 間最 終
消費 支 出

1,57Z23711,・4⑤56・1 ・・1名 目額

1.郵 政省,電 電公社,国 際電電,NHK等 の資料 に よる。

2.国 民総生産,民 間最終消費支出は,経 済企画庁資料 による。
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通信サー ビス生産額の推移
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示 した。

この結 果,通 信産 業 の動 向を 主 な 通 信 サ ー ビス の生 産 額(収 入 額)で み る

と,郵 便,電 話,放 送 と も安 定 した 伸 び を 示 し,全 体 と して対 前 年 度 比4.8

%の 増 加 とな った(第1-1-1表 及 び 第1-1-2図 参 照)。

イ.国 内通 信産 業 の動 向

最 近 の 国 内 通 信 の動 向 は,第1-1-3図 の とお りであ る。

郵 便 サ ー ビス につ い ては,内 国 郵 便物 数 が対 前 年 度 比5.0%増 の161億 通

く個)と な った 。

年 賀 及 び選 挙 郵 便 物 を 除 い た 平常 信 の動 きを み る と,対 前 年 度比5.0%増

の131億 通(個)と な った。 これ を種 類 別 にみ る と,第 一 種郵 便物(一 般 の



一4一 第1部 総 論

第1-1-3図 国 内通信の動向

(48年 度 二 【OO)
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郵政 省,電 電公社,NHK資 料に よ り作成

(注)1.電 話加入数,放 送受信契約数は,各 年度末の数 である。

2.ダ イヤル通話総通話回数は,特 別調査に よる推定 である。

封書,郵 便書簡等)は,対 前年度比6.5%増 の63億通,第 二種郵便物(郵 便

葉書)は,対 前年度比4.3%増 の49億 通,第 三種郵便物(認 可を受けた定期

刊行物を内容とする郵便物)は,対 前年度比3.2%増 の11億 通 となった。ま

た,第 四種郵便物(通 信教育を行 うために発受す る郵便物等)は,対 前年

度比2.7%増 の2千 万通となり,い ずれ も順調な伸びを示した。 これに対 し

て,小 包郵便物は,対 前年度比4.2%減 の1億3千 万個 となった。
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郵 便 サ ー ビス の生 産 額(外 国郵 便 物 を 含 む 。)は,対 前 年 度 比2.2%増 の1

兆1,372億 円 とな った 。

な お,我 が 国 の総 郵 便 物 数 につ い て,57年 度 でみ る と,155億 通(個)と

米 国,ソ 連 に 次 ぎ世 界 第3位 で あ る が,国 民1人 当た りの 差 出 通数 につ い て

は,我 が 国 は131通 で あ り,米 国 の474通,フ ラ ン スの246通,西 独 の237通,

英 国 の177通 等 と比 べ て 少 な く,世 界第18位 とな った 。

電 信 サ ー ビス に つ い て は,電 報 の発 信 通 数 が対 前 年 度 比2.8%増 の4,453万

通 とな った。 利用 内容 でみ る と,慶 弔 電 報 の全 体 に 占め る割 合 が高 く,58年

度 で は77%と な った。

加 入電 信加 入数 は,デ ータ通 信 や フ ァ クシ ミ リ等 の 普 及 に 伴 い 減 少傾 向 に

あ るが,58年 度 末 に は対 前 年 度 末比12.2%減 の4万1千 加 入 とな った。

電 信 サ ー ビス の生 産 額 は,対 前 年 度 比2.0%減 の578億 円 とな った。

電 話 サ ー ビス に つ い て は,58年 度 末 の加 入 電 話 等 加 入 数 が 対 前 年 度 末 比

3.3%増 の4,288万 加 入 とな った。 この うち一 般 加 入 電 話 は,135万 加 入 増 設

され た。 農林 漁業 地 域 の多 数 共 同方 式 の地 域 集 団 電 話 に つ い て は,従 来 か ら

電 話 サ ー ビス の 改善 を 図 る ため,一 般 加 入 電 話 へ の種 類 変 更 が 進 め られ て お

り,47年 度 末 に は137万8千 加 入 あ った地 域 集 団電 話 は,58年 度 末 に は314加

入 とな った。

電 話 の 利用 状 況 を ダイ ヤ ル通 話 の総 通 話 回数 でみ る と,対 前 年 度 比10.9%

増 の510億 回 とな った 。

電 話 の普 及 状 況 に つ い て み る と,人 口100人 当 た りの 加 入 電 話 普 及 率 は,

35.8加 入 とな った 。

ま た,我 が 国 の 電 話 機数 に つ い て,56年 度末 でみ る と,6,035万 個 と,米

国 に 次 い で世 界 第2位 で あ る が,人 口100人 当 た りの 電話 機 数 は,ス ウ ェー

デ ン,米 国,ス イス 等 に 次 い で世 界 第9位 に位 置 し,51.0個 とな っ た。

電 話 に 対 す る ニ ー ズ は,企 業 にお け る事 務 効 率 化,一 般 家庭 に お け る電 話

の 普 及 等 を 背 景 と して 高度 化 ・多 様 化 す る傾 向 に あ り,各 種 の附 属 装 置 等 も

着 実 に 増 加 した。
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これ を 日本 電 信 電 話 公 社(以 下 「電 電 公 社」 とい う。)の提 供 して い る附 属

装 置 等 につ い てみ る と,58年 度 末 で,親 子 電 話631万 個,プ ッシ ュ ホ ソ574万

個,ホ_ム テ レホ ン144万 セ ッ ト,ビ ジ ネ ス ホ ン409万 個,フ ァ ク シ ミ リ8万

6千 個(う ち ミニ フ ァ クス6万8千 個)と な った 。 また ・ 従 来 か らの サ ー ビ

ス に 加 え,「 プ ッ シ ュホ ンE」,「 テ レ ビ会 議 サ ー ビス」 等 の サ ー ビス が 新 た

に提 供 され る よ うに な った。

58年 度 末 の公 衆 電 話 機 数 は,対 前 年 度 末 比0.3%増 の93万1千 個 とな っ

た 。 また,59年3月 に は,テ レホ ン カ ー ドや100円 硬 貨 に よ り国 際 ダイ ヤ ル

通 話 が で きる 「国 際 通 話 兼 用 カ ー ド公 衆 電話 」 が 新 た に 提 供 され た 。

電 話 サ ー ビス の生 産 額 に つ い て は,対 前年 度 比4.7%増 の3兆9,840億 円 と

な った。

な お,農 林 漁業 地 域 の通 信 手 段 と して 利 用 され てい る有 線 放 送 電 話 サ ー ビ

ス に つ い て は,58年 度 末 の端 末 設 備 数 が対 前 年 度 末 比2.6%減 の155万5千 個

とな った 。

有 線 放 送 電 話 サ ー ビスの 生産 額 は,対 前 年 度 比9.1%減 の170億 円 とな っ

た。

ポ ケ ッ トベ ルサ ー ビスに つ い て は,58年 度 末 の加 入 数 が 対前 年 度 末 比15.1

%増 の165万 加 入 とな った。 ま た,生 産 額 は,対 前年 度比17.4%増 の523億 円

とな った 。

自動 車 電 話 サ ー ビス につ い て は,58年 度 末 の加 入 数 が対 前 年 度 末 比37.3%

増 の2万7千 加 入 とな り,ま た,サ ー ビス提 供 区域 は,静 岡,松 山等 が 加 わ

り東 京23区 等329都 市 とな っ た。 さ ら に,59年3月 に は,自 動 車 が全 国 い ず

れ のサ ー ビスエ リアに 移 動 して も 使 用 可能 な 全 国 広 域 サ ー ビス が 開 始 され

た 。

自動 車電 話 サ ー ビスの 生 産 額 は,対 前 年 度 比42.9%増 の114億 円 とな っ た 。

専 用 サ ー ビス は,銀 行 ・会 社 等 の 本支 店,工 場 間 等 にお い て 電 話,デ ー タ

伝 送,フ ァ ク シ ミ リ伝 送 等 多 様 な 用 途 に 利用 され て い る。

そ の 利 用 動 向 を 回線 数(帯 域 品 目の うちD～J規 格 及 び 符 号 品 目)で み る
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と,58年 度 末 で対 前 年 度 末 比3,1%増 の32万7千 回線 とな った 。 これ を 規格

別 にみ る と,主 と して 通 常 の 音 声伝 送 に 利用 され てい るD規 格 が22万8千 回

線 と,全 体 の69,8%を 占め た 。

専 用 サ ー ビス の 生産 額 は,対 前年 度 比3.7%増 の1,024億 円 とな った。

デ ー タ通 信 は,利 用 分 野 の拡 大,社 会 的 な需 要 の高 ま り等 を 背 景 と して58

年 度 も順 調 に推 移 し,58年 度 末 の デ ー タ通 信 回線 数 は,対 前年 度 末 比17.8%

増 の22万3千 回線 とな った 。 これ を 内訳 でみ る と,特 定通 信 回線 は対 前 年 度

末 比11.2%増 の14万6千 回線 とな り,公 衆 通 信 回 線 は 対 前年 度 末比32.6%増

の7万7千 回 線 とな っ た。

58年 度 末 の デ ー タ通 信 シ ス テ ム数 は,対 前 年 度 末 比5.4%増 加 し,8,468

シ ス テ ム(私 設 シ ス テ ムを 除 く。)と な った 。

この よ うな状 況 の下 で,電 電 公 社 の デ ー タ通 信 サ ー ビス の生 産 額 は,対 前

年 度 比10.8%増 加 し2,405億 円 とな った 。 これ を 内訳 でみ る と,デ ー タ通 信

設 備 サ ー ビス の生 産 額 は,対 前 年 度 比8.5%増 の1,170億 円,デ ー タ通 信 回 線

サ ー ビス 等 の生 産 額 は 対 前 年 度 比13.2%増 の1,235億 円 とな った。

フ ァ ク シ ミ リ通 信 は,近 年 急 激 な 進 展 を 示 してお り,58年 度 末 の 電 話網

(フ ァ クシ ミリ通 信 網 を 含 む 。)利 用 の フ ァ クシ ミリ設 置 個 数 は,対 前年 度 末

比56.2%増 の48万7千 個 とな った。

放 送 関 係 で は,日 本 放 送 協 会(以 下 「NHK」 とい う。)の放 送 受 信 契 約 数 は,

58年 度末 に おい て 対 前 年 度 末 比1.3%増 の3,080万 件 とな った。 民 間放 送 にお

い て は,テ レ ビジ 三ン単 営 社3社 が 新 た に 設 立 され,総 計125社 とな った 。

放 送 サ ー ビス の 生 産 額 の うちNHKに つ い て は,対 前 年 度 比1.7%増 の

2,853億 円 とな った。 また,民 間放 送 で は,ス ポ ッ ト収 入 を 中心 とす る広 告

料 収 入 の伸 び に支 え られ,対 前 年 度 比6.9%増 の1兆2,082億 円 とな った 。

有 線 放 送 の うち 有 線 テ レ ビジ ョン放 送 の施 設 数 は,58年 度 末 に お い て対 前

年 度 末 比6.4%増 の3万6千 施 設,受 信 契 約 者 数 は,対 前 年 度 末 比7.5%増

の392万8千 とな っ た。

こ の5年 間 で施 設 数 は1万4千 施 設,受 信 契 約 者 数 は161万4千 増 加 した 。
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そ の多 くは放 送 波 の 同時 再 送 信 を 目的 と した 施設 で あ る が,徐 々 に 自主 放 送

を 行 う施 設 も増 加 傾 向を 示 して い る。 な お,営 利 を 目的 と して い る許 可 施 設

は46施 設,受 信 契 約 者 数 は17万 で あ り,年 間利 用 料 は 受 信 契 約 者 数 の増 加 等

に よ り,対 前 年 度 比12.2%増 の 約24億5千 万 円 と推 定 され る。

有 線 ラジ オ放 送 の 施 設 数 は,58年 度 末 に お い て 対 前 年 度 末 比3・3%増 の

9,636施 設 とな った 。 こ の うち有 線 音 楽 放 送 関 係 の施 設 数 は925施 設 とな っ て

お り,加 入 者数 は約70万 加 入,年 間 利 用 料 は約350億 円 に達 した と推 定 され る 。

ウ.国 際 通 信 産 業 の動 向

最 近 の国 際 通 信 の 動 向 は,第1-1-4図 の とお りで あ る。

外 国 郵 便 物 数 に つ い て は,外 国 あ て の もの が 対 前 年 度 比0.6%増 の1億

1,602万 通(個)と な り,一 方,外 国来 の ものは 対 前 年 度 比1.3%減 の1億

1,821万 通(個)と な った。

通 常 郵 便 物 の 地 域交 流状 況 をみ る と,差 立 で は ア ジア 向 け が32.3%,北 ア

メ リカ向 け が29.5%,ヨ ー ロ ッパ向 け が24.8%と な り,到 着 で は ヨ ー ロ ッパ

か らが33.8%,北 ア メ リカか らが33.5%,ア ジア か らが24,9%と な った 。 ま

た,航 空 便 の 占 め る割 合 は,差 立 及 び 到 着 を 含 め た外 国郵 便 物 全 体 で82.7%

とな っ た。

国際 電 信 サ ー ビスに つ い て は,国 際 電 報 が,国 際 加 入 電 信 や 国際 デ ー タ通

信 等 の進 展 に よ り44年 度 を ピー クに減 少 の傾 向 に あ る が,58年 度 は 対 前 年 度

比15.9%減 の215万 通 とな った 。 地 域 別 にみ る と,ア ジ ア が最 も多 く58.1%

を 占め た 。

国際 加 入電 信取 扱 数 は,対 前 年 度 比8.6%増 の4,962万 度 とな った 。 ま た,

58年 度 末 の 国 際電 信 電 話 株 式 会 社(以 下 「国 際 電 電 」 とい う。)の国 際 加 入 電

信 加 入 数 は8,939加 入,電 電 公 社 の 加 入 電 信 加 入 者 で 国際 利 用 登 録 を して い

る老 の数 は,2万3,598加 入 で,そ れ ぞ れ順 調 な 伸 び を 示 した 。

国 際 電 信 サ ー ビス の生 産 額 は,対 前 年 度 比2.3%増 の614億 円 とな った 。

国 際 電 話 サ ー ビス につ い て は,そ の取 扱 数 が対 前 年 度 比30・6%増 の4,974

万 度 とな り,地 域 別 で は ア ジ ア が最 も多 く45.0%を 占 めた 。 ま た,国 際 ダイ
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第1-1-4図 国際通信の動向

(48年度=100)
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国際電電資料に よ り作成

ヤ ル 通 話 の伸 び は,オ ペ レー タ を介 して 接 続 す る番 号 通話,指 名通 話 の伸 び

を上 回 って お り,国 際 ダ イ ヤ ル通 話 の利 用 は58年 度 末 に お い て,発 信度 数 の

61.9%を 占 め る に 至 った 。

国 際 電 話 サ ー ビス の生 産 額 は,対 前 年 度 比19.5%増 の1,125億 円 とな った 。

国 際 専 用 回 線 数(国 際特 定 通 信 回線 等 を 含 む 。)につ い て は,58年 度 末 で 音

声 級 回 線 が299回 線,電 信 級 回 線 が575回 線 とな り,前 年 度末 に比 べ 音 声 級 回

線 は62回 線 の 増 加,電 信 級 回線 は30回 線 の減 少 とな った。

国 際 専 用 回 線(国 際 特定 通 信 回線 等 を 含 む 。)のサ ー ビス生 産 額 は,対 前 年
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度 比9,4%増 の84億 円 と な った 。

国際 デ ー タ通 信 につ い て は,58年 度 末 の シ ス テ ム数 が 前年 度 末 に比 べ143

シ ス テ ム増 加 し,372シ ス テ ム(私 設 シ ス テ ム を除 く。)と な った。

国際 放 送 につ い て は,前 年 度 と同 じ く,地 域 向 け放 送 時 間 が1日 延 べ23時

間30分,一 般 向け 放 送 時 間 が13時 間30分 とな っ た。

(2)通 信 関 連 産 業 の動 向

ア,通 信 機 械 工 業

58年 度 の 通 信機 器 の 受注 実績 額 は,対 前 年 度 比21.2%増 の1兆4,789億 円

とな った(第1-1-5表 参 照)。 内訳 別 で は,有 線 通信 機 器 が 対 前 年 度比

21.1%増 の1兆1,530億 円,無 線 通 信 装置 が対 前 年 度 比21.6%増 の3,258億 円

とな った 。

第1-1-5表 通信機器 受注実績額

(単位:億 円,%)

区 別 57年 度58年 度 増減(△)率

有

線

通

信

機

器

電 話 機
(その他の電話機)

交 換 機(電
子交換機)

電 話 応 用 装 置

(ボタン電話装置)

469
(225)

2,505
(1,735)

1,747
(1,434)

711
(411)

2,619
(2,036)

2,444
(2,093)

51.8
(82.7)

4.5
(17.3)

39.9
(46.O)

フ ァ ク シ ミ リ 1,609 2,122 31、9

電 信 装 置 161 164 2.1

搬 送 装 置
(符号伝送装置)

2,018
(731)

2,181
(864)

8.1
(18.2)

有 線 通 信 機 器 用 部 品 !,Oll 1,2881 27.4

小 計 9,519 11,530 21.1

無 線 通 信 装 置 2,679 ・,2581 21.6

合 計 12,19811・789 21。2

通信機械工業会資料に よる。

(注)()内 は,再 掲である。



第1章 通信及び情報化の現況 一11一

有 線 通 信 機 器 で は,多 機 能 型,公 衆電 話 用 等 の 「そ の他 の 電 話機 」 が対 前

年 度 比82.7%増 の411億 円,ボ タ ン電 話 装 置 が 対 前年 度比46.0%増 の2,093憶

円,フ ァ クシ ミ リが 対 前 年 度 比31.9%増 の2,122億 円 とな った 。

イ,電 線 工 業

社 団 法 人 日本 電 線工 業 会 資料 に よる と,58年 度 の 電 線 の 受注 実績 額 は,対

前 年 度 比2,9%増 の1兆1,376億 円 とな った。 これ を 内 訳 で み る と,銅 電 線 が

対 前 年 度 比3.5%増 の1兆606億 円,ア ル ミ電 線 が 対 前 年 度 比4.9%減 の770億

円 とな った 。

な お,銅 電 線 の 品種 別 で は,通 信 ケ ー ブル が 対 前 年 度 比17.9%減 の1,307

億 円 とな った 。

需 要 部 門 別 で は,官 公需 が対 前 年 度 比20,6%減 の984億 円,民 需 が対 前 年

度 比12.4%増 の8,984億 円,外 需 が 対 前 年 度 比22.8%減 の1,408億 円 とな っ

た。 官 公 需 の うち,電 電 公 社 か らの受 注 は 対 前年 度 比21.3%減 の873億 円 と

な った。

ウ.電 子 計 算 機 製 造 業

通 商産 業 省(以 下 「通産 省」 とい う。)の 「生産 動 態 統 計」 に よる と,58年

度 の 電 子 計 算 機 本 体 の生 産 額 は,対 前 年 度 比15.0%増 の7,891億 円,同 関連

装 置 を 含 め る と対前 年 度比26.9%増 の2兆1,352億 円 と な った 。

また,58年6月 末 に おけ る我 が国 の実 働 電 子 計 算機 台数 及 び金 額 を,通 産

省 の 「電 子 計 算機 納 入下 取 調 査 」 でみ る と,台 数 が 対 前年 同期 比18.3%増 の

13万610台,金 額 が 対 前 年 同 期 比10.9%増 の5兆3,623億 円 とな った 。

エ,電 気 通 信工 事業

社 団 法 人 電 信 電 話工 事 協 会 の資 料 に よる と,58年 度 の 電 信電 話 工 事 受 注 契

約 額 は,対 前 年 度 比10.4%減 の5,388億 円 とな った。 これ を 内訳 でみ る と,

通 信 線 路 工 事 は4,553億 円,通 信 機 械 工 事(伝 送 無 線 工 事 を 含 む 。)は834億

円 と な った 。

オ.民 生 用 電 子 機 器 製 造 業

通 産 省 の 「生 産 動 態 統 計 」 に よる と,58年 度 の 民 生 用 電 子機 器 の 生 産 額
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は,対 前 年 度比13.9%増 の3兆8,814億 円 とな った 。

この うち,テ レ ビジ ョン(白 黒 と カ ラ ーの 合 計)が 対前 年 度 比L2%減 の

7,121億 円 とな った が,VTRが 対 前 年 度 比29.0%増 の1兆6,599億 円・ テ ー

プ レコ ー ダが 対 前 年 度 比6.4%増 の8,301億 円,ス テ レオ等(ス テ レオ セ ツ ト・

FMチ ューナ,ハ イ フ ァ イ用 増 幅器,レ コー ドプ レー ヤ及 び ハ イ フ ァイ用 ス

ピー カ シ ス テ ム の合 計)が 対 前年 度 比14.5%増 の4,426億 円 とな った 。

カ.そ の 他

58年10月 現 在 の 新 聞 協 会 会員 新 聞 社 の発 行 す る一 般 日刊 紙 の総 発 行 部 数

は,4,704万1千 部 で,前 年 同 月 に 比 べ95万2千 部,2.0%の 減 少 とな った 。

これ は1世 帯 当 た り1.26部,人 口1千 人 当た り563部 で あ った 。

一 方
,ニ ュ ース 供給 業 で あ る通 信 社 の58年 度 に お け る1日 平 均 の 二"一 ス

供 給 量 は,新 聞 向 け が26万 字,放 送 向け が3万 字,ま た,写 真 は新 聞 向け が

100枚,放 送 向け が15枚 とい ずれ も前 年 度 と同量 を 示 した 。 外 電 に お い て は,

受 信 が71万 語,送 信 が23万 語 で,送 信 が 前年 度 に 比べ5万 語 の 増 加 を 示 し

た。

58年 度 に お け る書 籍 及 び 雑 誌 の 推 定 実 売金 額 は,対 前 年 度 比3.4%増 の1

兆5,965億 円 とな った。 これ を 内訳 で み る と,書 籍 の推 定 発 行 部 数 は12億189

万 冊 で7,080億 円,雑 誌 で は 月刊 誌 が18億6,397万 冊,週 刊 誌 が14億4,807万

冊 で8,886億 円 とな った 。

広 告 業 につ い て は,通 産 省 の 「特 定 サ ー ビス産 業 実 態調 査 」 に よ る と,58

年11月 現 在 の事 業 所 数 は 対 前年 同 月比7.7%増 の3,902事 業 所,年 間 売 上 高 は

16,1%増 の3兆1,486億 円 とな った 。

(3)通 信事 業 の 経 営状 況

ア.通 信 事 業 の 収 支 状況

58年 度 に お け る通 信 事 業 の収 支 状 況 は,緩 やか な が ら も着 実 な 景 気 回 復 を

示 した経 済 の 動 向 を受 け て,お お む ね 安 定 した推 移 を み た 。

以 下 個 々の事 業 につ い て,58年 度 の 収支 状 況 を概 観 す る こ と とす る(第

1-1-6表 及 び 第1-1-7図 参 照)。
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第1-1-6表 通信事業の収支状況

区 別

郵 便 事業

電電 公社

国際 電 電

有線 放送
電 話

NHK

民

間

放

送

ラ ジオ

テ レビ

ジ ョソ

兼 営 社

ラジオ
単営社

テ レビ
ジ ョン

単営社

全 産 業

製 造 業

電 気 業

年

度

57

58

57

58

57

58

57

58

57

58

57

58

57

58

57

58

57

58

57

58

57

58

収 入

百 万 円

1,219,02L

1,250,844

百 万 円

4,344,267

4,552,433

百 万 円

175,371

196,969

万 円

2,930

2,774

百 万 円

288,266

293,102

百 万 円

12,622

13,125

百 万 円

3,733

3,964

百 万 円

10,444

10,881

億 円

7,171,253

7,668,356

億 円
2,402,875

2,602,399

億 円

119,377

125,806

支

総

出1

額 人塞費i収支纐 収支率

百 万 円

1,140,913

1,217,043

百 万 円

3,974,632

4,168,418

%
71.6

71.5

百万 円
78,108

33,801

34葱』票 黒
35.1384,016

%
93.6

97.3

%
91.5

91,6

備 考

百 万 円

161,894

181,163

万 円

2,811

2,726

32冤1醐
30.215,805

%
46.2

48.8

万 円

ll9

48

郵便事業 の直接収支
のほか に郵便事業に

係 るそ の他雑収入及
び総係費 等 を 含 む
(損益計算に よる)。

損益計算書による総合収支

百 万 円%

28旦,15034.8

300,61434.1

:ll罐 算諏 難
%

95.9

98.3

百 万 円

7,ll6

△7,512

%
97.5

102.6

百 万 円

11,475

12,021

百 万 円

3,389

3,555

百 万 円

9,452

9,833

%百 万 円

31.91,147

32。21,lO4

%
go,9

91.6

%
25.6

26.3

%
20.9

20.8

百 万 円%
34490.8

409189・7

百 万 円
992

1,048

%

90。5

90.4

727施 設

701施 設

1施 設 当た
り の 平 均
値。事業外
収 支 を 含
む。

i損益計轄 による総

合収支

億 円

6,944,817

7,402,981

億 円
2,294,771

2,481,991

36社

36社

%
lO.3

10.5

%
14.1

14.0

億 円%

101,2578.8

103,5799.5

22社

23社

億 円

226,436

265,376

億 円
108,104

120,408

億 円

18,119

22,227

63社

66社

1社 当た り
の平均 値。

損益 計算書
に よる総 合

収支

露
96.8

96.5

%
95.5

95.4

%
84,8

82.3

「法人企 業統計」(大

蔵 省)に よ り,資 本
金1,000万 円以上 の
企業を対 象に作成。
57年度 「法人企業統

計年報 」の うち対
象企 業の合計

58年度 「法人企業統

計季 報」の58年4
～6月 期か ら59年

1～3月 期 までの合
計

郵政 省,電 電公社,国 際電電,NHK等 の資料 による。
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第1-1-7図 通信事業の収支率の推 移

130
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収110/!
支!
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100

＼

、
NHK

郵 便

:1ジグ謡 奪r謡 　
電電公社

%
。1

4849505152535455565758

年 度

郵政省,電 電公社,国 際電電,NHK等 の資料に よ り作成

(注)1・ 収 支率 ・纒 ・1・。

2,民 間放送は,全 社 の平均値で ある。

郵 便 事 業 に つ い て は,収 入1兆2,508億 円(対 前 年 度比2.6%増),支 出1

兆2,170億 円(対 前 年 度 比6.7%増)で,差 引 き338億 円 の 収 支 差 額 を 生 じ,

、累積 欠 損 金 は201億 円に 減 少 した 。

電 電公 社 につ い て は,収 入4兆5,524億 円(対 前 年 度 比4.8%増),支 出4兆

ユ,684億 円(対 前 年 度 比4.9%増)で,差 引 き3,840億 円 の収 支差 額 を 生 じた 。

国際 電 電 に つ い て は,収 入1,970億 円(対 前 年 度 比12.3%増),支 出1,812

億 円(対 前 年 度 比11.9%増)で,差 引 き158億 円 の 収 支 差額 を 生 じた 。

NHKに つ い て は,収 入2,931億 円(対 前 年 度 比1.7%増),支 出3,006億 円

(対 前 年 度 比6.9%増)で,差 引 き75億 円 の支 出超 過 とな った。

民 間放 送 に つ い て は,収 入 が広 告 料 収 入 の 伸 び に よ り,総 収 入 は 対前 年 度
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比7.3%増 の1兆2,818億 円を計上 した。また,支 出は7.4%増 の1兆1,635億

円とな り,差 引き1,184億 円の収支差額を生じた。

イ.通 信事業の財務構造

58年度における各事業体の財務比率は,第1-1-8表 のとお りである。

郵便事業では,人 力依存度が高い事業の性格によるほか,局 舎借入,輸 送

の外部委託等の運営形態をとっていることにより,労 働装備率は他の通信事

業及び他の産業に比べて低い値を示している。

電電公社では,全 国的な規模の設備を有する事業の性格を反映 して,総 資

産に占める固定資産比率及び労働装備率はそれぞれ93.0%,2,795万 円で,

他の通信事業及び他の産業に比べて高い値を示 している。58年度においては,

固定比率及び負債比率が改善され,そ れぞれ198.8%及 び113.7%と なった。

また,流 動比率は146.6%に 低下 した。

国際電電では,お おむね前年度と同様の財務状況にあり,固 定比率,負 債

比率が更に改善され,労 働装備率も向上 した。

NHKで は,固 定比率,負 債比率が上昇し,流 動比率は低下 している。

民間放送では,NHKと 比較 して総資産に占める固定資産比率がおおむね

低 くなっている。

ウ.通 信関係設備投資の動 き

58年度の通信分野における設備投資額は,1兆9,910億 円であ り,対前年度

比0.5%の 減少となった。 これを分野別にみると第1-1-9表 のとおりで

ある。

郵便事業では,老 朽狭あい局舎の改善を図り,郵 便局の増 置 を 行 ったほ

か,郵 便物の処理の近代化,効 率化の一環 として,58年 度においても郵便番

号 自動読取区分機,郵 便物自動選別取 りそろえ押印機等の省力機械が配備 さ

れ,引 き続 き機械化が推進された。 これ らの設備投資額は対前年度比23.9%

増の1,384億 円であ り,そ のうち791億 円が自己資金で,593億 円が財政投融

資(簡 保資金)か らの借入金である。

電電公社では,58年 度は対前年度比3.5%減 の1兆6,821億 円の設備投資が
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第1-1-8表 通信事業 の財務比率

区 別

郵 便 事 業

電 電 公 社

国 際 電 電

N H K

年

度

57

58

57

58

57

58

57

58

民
ラ ジオ ・テ レ ビ57

ジ コ ン 兼 営 社58

総資産に

皇畿 固定比率
率

%%
55,5131.3
55.213L6

固定資産
対長期資
本比率

%
92.7
93.1

93.0

93.0

206.696.2

198.897.1

鰍 率1鰍率鍵課

%%

136。6110.9

t38.6110.0

千 円

4,518

4,78正

122,2201.826,52Q

113.7146.627,954

74.7121.391.462.4138.4

75.8116,092.152.9136.8

67.6115.7

72.2136.8

53.410Q.1
51.994.5

80.8

86.2

間

放

送

68.4

65.9

ラジ オ 単 営 社

テ レ ビ ジ ョ ン

単 営 社

57
58

52.2

51,3

57

58

45.6

44.4

11。.d76。2

106.674。6

97.6

93.7

65.2

63.0

71.0

89.6

171.0

136。0

87.5212.9

82.1226,0

112.2

1Q8,0

113,9

1i1.1

150.0

154.4

180,5

187.6

16,213

18,813

全 産 業

製 造 業

57

58

57

58

37。9

37.3

227,2

208.2

87.4

85.3

36.4156.580.2

35.814L676.9

9,207

9,698

11,263

11,817

電 気 業

8,535

8,673

57

58

12,909

13,619

500.1109.76,404

458.2111,26,851

330.3116.75,463

295,2119.95,B92

91.4588.4112.1543.747.4

92.6599.2114.8547,239.1

98,575

106,516

(注)1個 定比率 犠 雛 ・・。。

固定資産対長期資本・・率 自己叢i犠 簸 ・1・・

負債・・率 ・義 象 ・1・。・瀬 比率 ・鋸毅雛 ・1・。

労働装備率・前'当年緊 摯 欝 離 購 設仮齪)

2.郵 便事業は,郵 政事業特別会計 の数字に よる。

3.全 産業,製 造業及び電気 業につ いては,「 法人企業統計」(大 蔵省)に よ

り,資 本金1,000万 円以上の企 業を対象に作成。57年 度は 「法人企業統計

年報」の うち対象企業の合計,58年 度 は 「法人企業統計季報 」に よる。
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通信関係設備投資額

(単位:億 円,%)

区 別

郵 便 事 業

電 電 公 社

国 際 電 電

NHK

民 間 放 送

合 計

57年度

1,117

17,432

476

300

684

20,009

58年 度

1,384

16,821

677

402

626

19,910

増減(△)率

23.9

△3.5

42.2

34.O

ハ8 .5

凸0.5

内部資金
比 率

57。2

75.6

100.0

49.0

備 考

郵政事業特別会計
の建設投資額

内部資金比率は資
金調達額に占める
内部資金の比率

減価償却額と有形
固定資産増加額か
ら推定

行 わ れ た 。 これ に よ り一 般 加 入 電 話135万 加 入 の増 設(地 域 集 団 電 話 か ら一

般加 入電 話 へ の種 類 変 更1,539加 入 を 含 む 。)が 行 わ れ た 。 さ らに,公 衆 電話

7万4千 個 を は じめ,プ ッシ ュホ ン161万5千 個,ホ ー ム テ レホ ン28万9千 セ

ッ ト,電 話 フ ァ クス4万1千 個,ピ ソ ク電 話14万1千 個 等 が設 置 され,局 舎

の 建 設,通 信 設 備 の拡 充 並 び に 維 持 改 良,加 入 区域 の拡 大,デ ータ通 信 シ ス

テ ムの 建 設 等 も行 われ た。 資 金 調 達 額 は2兆5,369億 円 で あ り,こ の うち内

部 資 金 は1兆9,174億 円,電 信 電 話 債 券 等 の外 部資 金 は6,195億 円 とな り,内

部 資 金 比 率 は前 年 度 の69.9%に 対 して58年 度 は75.6%と な った。

国際 電 電 では,677億 円 の設 備 投 資 が行 わ れ た 。 これ に よ り小 山新 中央 局

の建 設,沖 縄 ・本 州 間 海 底 ケ ー ブル の建 設,山 口衛 星 通 信 所 に お け るイ ンテ

ル サ ッ トV号 系 衛 星 用 新 地 球 局 の 建 設 等 が行 われ た。 また,国 際 通 信 回 線 に

っ い て は 電話 回線498回 線,加 入 電信 回線185回 線,専 用 回線32回 線,そ の 他

7回 線,合 計722回 線 が 新 増 設 され た 。

NHKで は,402億 円 の建 設 投 資 が行 わ れ た 。 テ レビ ジ ョン放 送 につ い て

は,テ レ ビジ ョン放 送 難 視 聴 解 消 の た め の極 微 少 電 力 テ レ ビジ ョン放 送 局(ミ
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ニサテ)を 含め,総 合放送59局,教 育放送59局 を開設した。ラジオ放送につい

ては,第1放 送において2局,FM放 送において3局 を開設した。また,画

質改善等のための放送設備の改善,老 朽設備の更新,ロ ーカル放送充実のた

めの取材関係機器等の整備,音 声多重放送関係設備の新設等を進めるととも

に,実 用放送衛星について,製 作,打 上げ等に関する業務を通信 ・放送衛星

機構に委託してその整備を進めた。これらの建設資金の調達につ い て み る

と,内 部資金は197億 円,放 送債券等の外部資金は205億 円となっている。

民間放送では,626億 円の設備投資が行われ,新 たにテレビジ ュン単営社

3社 が開局したのをはじめとして,テ レビジョン放送局318局 の開設等が行

われた。

(4)家 計と通信

家計における1世 帯当た り年間の通信関係支出(郵 便料,電 報 ・電話料及

第1-1-10表 家計 におけ る通信情報関係支出

(単位:円,%)

区 別

郵 便

電 報 ・電 話

放 送

48年 実績 53年 実績

1,6283,260

16,08944,228

3,7126,237

57年 実績

4,739

53,921

7,780

58年

実 績

4,867

55,829

7,869

対前 年増減(
△)率

2.7

3.5

1.1

全消費支
出に占め
る割合

0,2

1.8

0.3

通 信関 係支 出(計)121・4295・7256ら44。 ・・56/・ ・ 2.2

授 業 料 等

交 通

印 刷 物

新 聞

29,383

24,490

11,853

10,023

65,574

47,432

22,324

19,179

89,702

60,741

24,413

26,126

88,434

63,532

23,798

26,065

ハ1.4

4.6

凸2。5

△O,2

2.8

2.0

0.8

0.8

全 消 費 支 出1,345,3942,420,5753,038,0243,ll4,2472。5

「家計調査年報 」(総務庁統計局)に よ り作成

(注)1.各 支 出額 は,1世 帯当た り年間(1～12月)支 出額 である。

2.授 業 料等の54年 以前の分類は,教 育であった。

3.印 刷 物 とは,家 計調査年報の教科書 ・学 習参考書,雑 誌 週刊 誌,辞

書,他 の書籍 他 の印刷物の合計である。
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1世 帯当た り年 間通信関係支 出額の推移

覆畜

肇畜

電
報

電
話
支
出

4849505152535455565758

年

「家計調査年報」(総 務庁統計局)に より作成

第1-1-12図1世 帯当た リ通信関係支 出及び全消費支出の推 移

(48年=100)

200

年 間通 信 関係 支 出

(実質,全 世 帯)

150

年間全消費支出
(実質,全 世帯)

100

指

数

0 　

4849505152535455565758

年

「家計調査年報 」及 び 「消費者物価指 数年報 」(総務庁統計局)に よ り作成
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び 放 送 受 信 料)は58年(1～12月)に お い て6万8,565円 で,対 前 年 比3・2

%増 とな り,全 消 費 支 出 の 対前 年比2.5%増 を上 回 った(第1-1-10表 参

照)。 家 計 に おけ る通 信 関 係 支 出は,57年 と同様 全 消 費支 出の2・2%で あ り・

過 去 の 推 移 か らす る と,こ の10年 間 で3.2倍 と増 加 して い る。 この主 な 原 因

は,第1-1-11図 か ら明 らか な よ うに 電 報 ・電 話 支 出 の増 加(過 去10年 間

で3.5倍 の 増 加)で あ る。

第1-1-12図 は,1世 帯 当た りの通 信 関 係 支 出,全 消 費 支 出 を そ れ ぞ れ

に対 応す る 消 費者 物 価 指 数 で実 質 化 し,そ の 推 移 を 指 数 で 比較 した もの で あ

り,通 信 関 係 支 出 の伸 び が著 しい。

2主 な 動 き

(1)電 気通信行政機構の再編成

電気通信行政については,27年 以来有線と無線の区分に基づく体制により

行政を行 ってきた。 しか し,電 気通信分野における急速な技術革新 と社会経

済全般における情報化の進展に伴って,電 気通信に対するニーズは量的に増

大す るとともに,質 的に高度化 ・多様化している。

このような時代の進展に行政が的確に対応していくためには,こ れまでの

有線 ・無線の区別による個別的な行政のみでなく,更 に総合的な電気通信行

政を推進 していく体制を確立する必要があり,59年7月1日 郵政省は電気通

信行政機構の再編成を行い,通 信政策局,電 気通信局及び放送行政局が設置

され,こ れに伴い,電 気通信政策局,電 波監理局が廃止された。

通信政策局は,高 度情報社会実現のための有無線一体の総合電気通信政策

の策定,新 しい電気通信技術の研究開発,宇 宙通信政策の遂行,電 気通信分

野における国際交流 ・国際協力等の事務を,電 気通信局は,電 気通信事業の

監督 ・育成指導,周 波数の管理,放 送関係以外の無線局の免許 ・監督,電 波

監視等の事務を,放 送行政局は,放 送関係の無線局の免許 ・監督,高 周波利

用設備の許可 ・監督,放 送に関する新 しい メディアの開発 ・普及,CATV

の発達 ・普及等の事務を行 うこととしている。
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(2)「 コミュニケーシ ョン発展のための長期行動計画」の策定等

我が国における世界コミュニケーショソ年事業の集大成として,「 コミェ

ニケーション発展のための長期行動計画」が,59年2月28日 世界コミ"ニ ケ

ーション年推進本部でとりまとめられた。本行動計画には,今 後のコミュニ

ケーション発展のために我が国が取 り組むべき事項 として,新 しいインフラ

ス トラクチャーの整備,情 報化社会のぜい弱性の増大への対処,国 際交流の

充実と情報発信の拡大等が盛 り込まれている。

さらに,世 界コミュニケーション年を契機として,今 後の情報及びコミ_

ニケーショソに関する総合的,学 際的な研究,調 査の場として情報通信学会

が設立された。

(3)郵 便のスピー ドアップ

郵便のス ピードア ップを図るため,59年2月1日 から郵便輸送システムの

改善が実施された。新 しい輸送システムは,輸 送方式を従来の鉄道輸送主体

から自主的にダイヤの組める自動車輸送主体に切 り換えることなどにより,

全種別郵便物の自府県内翌 日配達体制,隣 接府県等についても可能な限 りの

翌 日配達体制を全国的に確立するなど大幅なス ピードア ップを図った。

(4)電 気通信法体系の改革

政府は,電 気通信事業全体への民間活力の導入を図るため,電 気通信事業

法案,日 本電信電話株式会社法案,日 本電信電話株式会社法及び電気通信事

業法の施行に伴 う関係法律の整備等に関する法律案の電気通信改革関連三法

案を第101特 別国会に提出したが,参 議院において継続審査となった。

これまでの電気通信体制は,日 本電信電話公社法と公衆電気通信法を基本

に 目本電信電話公社(国 際にあっては国際電信電話株式会社)に よって,公

衆電気通信業務の一元的運営(独 占)を 確保するとの政策の下に体系付けら

れてきた。

今回の電気通信法体系の改革は,独 占を前提とする現行の電気通信体制を

抜本的に改革し,電 気通信分野への民間活力の積極的な導入等により,電 気

通信事業の効率化,活 性化を図り,電 気通信分野における技術革新及び我が
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国社会経済の発展並びに国際化の進展等に対処するとの見地から行お うとす

るものである。

(5)未 来型コミュニケーションモデル都市構想(テ レ トピア構想)の推進

郵政省は,58年8月 未来型 コミュニケーショソモデル都市構想(テ レトピ

ア構想)を 提唱した。

テレ トピア構想は,実 用を前提 として,双 方向CATV,キ ャプテン等の

通信インフラス トラクチャーをモデル都市に集中的に導入 ・集積することに

より,ニ ューメディアが家庭 ・経済 ・地域社会に及ぼす効果や影響,問 題点

を実体験を通じて把握し,こ れにより諸課題についての対応策や,ニ ーズに

対応 したニューメディアの普及方策を明らかにし,向 か うべき高度情報社会

の諸課題を事前に克服するとともに,地 域振興,二_一 メディアの全国的普

及を図るパイロット的な構想である。

郵政省は,59年5月 モデル都市構築の基本計画策定要領を定め,各 都道府

県に管内一地域(原 則として単独市町村)の 選定 と,当 該市町村の基本計画

の策定を依頼 した。これら基本計画の内容を,59年 末を 目途に郵政省で定め

る最終的な指定基準に照らして精査 し,59年 度中に全国で10地 域程度モデル

都市を指定する予定である。

(6)中 距離通話料等の引下げ

電話の遠距離の通話料と中距離の通話料との間の均衡を図るため,中 距離

通話料の引下げを内容とする 「公衆電気通信法の一部を改正する法律」が,

59年7月19日 から施行された。

この新料金体系では,60kmを 超え320kmま での中距離区間の通話料につ

いて3～29%引 き下げられるとともに,6段 階となっていた同区間の距離区

分が4段 階に統合された。

併せて,こ の区間の夜間通話料金,日 曜 ・祝日通話料金及び一般専用料金

についても引き下げられた。

(7)国 際公衆電気通信料金の引下げ

国際電電は,59年4月1日 から国際通話及び国際専用回線を中心にほぼ国
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際電気通信全般にわた り料金の引下げを行った。

この改定では,国 際通話料金を1～8%,国 際加入電信料金を3～7%,

国際専用回線料金を電信級5～40%,音 声級9～28%そ れぞれ引き下げたほ

か,国 際テレビジ コン伝送,海 事衛星通信等の料金 も引き下げた。

また,国 際ダイヤル通話料金については,国 際ダイヤル通話の利用促進を

図るため,夜 間(20時 ～8時)及 び日曜に係る割引制度を国際ダイヤル通話

が可能な全対地に拡大するとともに,新 たに深夜(23時 ～5時)割 引を設け

た。

(8)電 電公社資材調達に関する措置の延長

電電公社の資材調達に関する日米間の措置の期限が58年末に切れるため,

措置の延長について両国政府間で協議が進められ,一 時暫定的に延長された

後,59年1月30日 措置の延長のための書簡交換が行われた。

書簡の主な点は,① 措置を61年12月31日 まで3年 間延長すること,② 外国

企業の参入を一層容易にするため,英 語による申請書の受付 ・研究開発計画

に関す る内外企業の公平な扱い等電電公社の資材調達手続を改善することな

どである。

(9)日 米電気通信専門家会議の開催

電気通信政策に責任 と権限を有する日米両国の政府機関の間で,電 気通信

政策,制 度等について情報交換,意 見交換を行うため,郵 政省と米国の電気

通信情報庁(NTIA)及 び連邦通信委員会(FCC)の 問に日米電気通信専門

家会議が設けられ,そ の第1回 会合が59年6月18日 から20日まで東京で開催

された。

会議では,電 気通信分野における競争政策,ニ ューメディアの開発と普及

の現状等について討議が行われ,第2回 の会合を米国で開催するなど関係継

続のための措置が合意された。

(10)電 波法の一部改正

外交活動の円滑な推進,航 海の安全確保等のため,電 波法の一部を改正す

る法律が59年5月20日 成立した。
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改正の主な内容は,① 我が国における国際化の進展に対応 して,車 載ある

いは携帯 して使用する無線局等について外国人等にも相互主義を前提 として

免許を与えることができるとすること,② 国際航海に従事する旅客船及び総

トン数300ト ン以上の貨物船の無線局について,2,182kHzの 無線電話遭難周

波数の送信装置の有効通達距離を定めるとともに,156.8MHzの 無線電話遭

難周波数の聴守を義務付けること,③ 電波法関係手数料について,そ の上限

額が法定されていることを改め,具 体的金額は政令で定めることとすること

な どであり,③ については法律が公布された5月29日 から,① ②については

9月1日 から施行された。

(11)NHK受 信料の改定

NHKは59年 度以降生ずることが予想 される収支不均衡是正のため,59年

4月 受信料を改定 した。新しい受信料は,59年 度から61年度までの経営計画

に基づ き,期 間中の収支の均衡を図る見地か ら算定された ものであり,普 通

契約が月額520円 か ら680円に,カ ラー契約が月額880円 から1,040円 等に変更

されるとともに,新 たに訪問集金 と口座振替の支払い区分による料金設定が

行われた。

(12)放 送衛星2号 一a(BS-2a)の 打上げ

我が国初の実用放送衛星 として開発された放送衛星2号 一a(BS-2a

「ゆ り2号 一a」)は,59年1月23日,宇 宙開発事業団により種子島宇宙セン

ターから打ち上げられ,2月15日 に,東 経110度 の赤道上空約3万6千kmの

静止軌道に投入された。その後,3系 統ある放送用中継器のうち2系 統に異

常が発生したため,残 る1系 統により1チ ャンネルの衛星放送が開始 される

こととなった。郵政省は当面の措置 としてNHKに 対 し,1チ ャソネルの放

送試験衛星局の免許を付与 し,NHKは これを受けて5月12日 から,総 合テ

レビジョンの放送番組を基本とした試験放送を開始 し,小 笠原,南 ・北大東

島等離島を含む日本全土での受信が可能 となった。
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第2節 情報化の動向

1情 報化の把握と情報流通センサス

情 報 化 の 程 度 を 定量 的 に把 握 す る方 法 につ い て は,テ レ ビジ ョン放 送,新

聞,手 紙 等 個 々の メデ ィア ご とに,各 々異 な った 基 準 を用 い てそ の動 向 の分

析 がな され て い る。

しか しな が ら,こ うした メデ ィア ご との動 向 の 分 析 で は,情 報 量 の総 体 的

計 量 化 が で きず,ま た,メ デ ィア 間 に お け る相 関 関 係 を 把 握す る こ とも難 し

い 。 そ こで,こ の よ うな 点 を 明 らか にす るた め,郵 政 省 で は 「情 報 流 通 セ ン

サ ス」(注)を実 施 して い る。 これ は,メ デ ィア に よる情 報 流 通 を共 通 の尺 度 で

計 量 し,情 報 流 通 の 実 態 を 全 体 的 に把 握 し よ う とす る もの で あ る。

以 下,こ の調 査 結 果 に 従 って,48年 度 か ら58年 度 にか け て の情 報 化 の動 向

につ い て述 べ る こと とす る。

(注)情 報流通セ ンサス

情報流通 センサ スは,メ デ ィアに よる情報流通 の量を共通の尺度 で計量 し,

情報流通 の実態 を情報流通量(供 給量,消 費量),情 報流通距離量及 び情報流

通 コス トとい う三つ の要素か らとらえ ようとす るものである。

計量方法 を定 めるに当た っては,次 の とお りい くつかの前提 を置いている。

① 対象 は,郵 便(手 紙 ・はが き),電 報,電 話,デ ータ通 信,テ レビジ ョン

放送,ラ ジオ放送,新 聞,書 籍,会 話,学 校教育,観 劇等第1-1-13表 に

掲げ る34種 類 とす る。

② 各 メデ ィアの情報流通を,④ 言語,⑤ 音楽,◎ 静止画 ④動画の4パ ター

ンに分類 し,そ の間に 「換算比価」(例 えぽ テ レビジ コン放送1分 間 の情報

量 ははが き何通分 に相当す るか)を 設定する とともに,各 メデ ィアに共通の

単位 として 日本語 の1語 を基礎 とした ワー ドとい う単位を設け,こ れ によ り

すべ ての情報量を換算集計する。

③ 情報 の持つ 「意味」あ るいは 「価 値」については計量 の対 象 としない。

④ マス ・メデ ィア以外の メデ ィアでは供給情報量はすべて消費され る もの と

す る。

⑤ 情報 流通 コス トは,情 報を流通 させるために要 した経費を表 し,情 報 の生

産,処 理に要す る経費は含 まない。
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第1-1-13表 情報流通 センサ ス調査対象 メデ ィア

メデ ィア グル ー プ 項 目 メ デ ィ ア

電

気

通

信

系

輸

送

系

空

間

系

電 話

社 電① 公
② 公 社 移 動 電営 電

鶴 鰐 鍵 篭

話
話
話
話
話

電 報 ⑥ 公 社 電 報

電 信

デ ー タ 通 信

フ ァ ク シ ミ リ

ラ ジ オ

テ レ ビ

郵 便

印 刷

⑦ 加 入 電 信
⑧ 自 営 電 信

⑨ 公 社 デ ー タ 通 信
⑩ 自 営 デ ー タ 通 信
⑪ 私 設 デ ー タ 通 信

⑫ 加 入 フ ァ ク シ ミ リ

⑬ 自 営 フ ァ ク シ ミ リ

⑭ ラ ジ ナ 伝 送
⑮*ラ ジ オ 放 送
⑯*有 線 ラ ジ オ 放 送

⑰ テ レ ビ 伝 送⑱
*テ レ ビ ジ ョ ン 放 送

⑲*有 線 テ レ ビ ジ ョ ン 放 送

⑳ は が き⑳
手 紙

⑳*DM(ダ イ レ ク ト メ ー ル)

⑳*新 聞⑳
*書 籍

⑳*雑 誌⑳
*広 告 印 刷 物(チ ラ シ 等)

複 写 ⑳ 手 交 文 書

録 音 ⑳*レ コ ー ド 。 テ ー プ

対 話 ⑳ 会 話

教 育

鑑 賞

⑳*学 校 教 育⑳
*社 会 教 育

⑳*映⑳
*観 劇 ・ ス ポh

⑭*屋 外 広 告

画
ツ

物

(注)*印 は マ ス ・メ デ ィア



2情 報流通の動向

(1)情 報流通量の推移
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情報流通量は,供 給情報量と消費情報量に分け られる。供給情報量は,供

給側が受信側に対 し,消 費可能な状態で提供 した情報総量であ り,消 費情報

量は,そ れを実際に消費 した情報総量である。

48年 度を基準 とした情報流通量の推移は,第1-1-14図 のとお りで あ

る。

ア.供 給情報量

58年 度 に お け る総 供 給 情 報 量 は,前 年 度 に 比 べ4.2%増 加 し,48年 度 の1.6

第1-1-14図 情報流通量の推 移
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倍 と な っ てい る。

58年 度 の 総 供給 情 報 量 の 内訳 を メデ ィア グル ー プ別 に み る と
,電 気通 信 系

メデ ィ アが全 体 の97.8%を 占め て お り,輸 送 系 メデ ィア,空 間 系 メデ ィアの

割 合 は そ れ ぞ れ1.5%,0.7%に す ぎ ない 。 電 気 通 信 系 メデ ィア の 中 で もテ レ

ビ ジ ョン放 送 の 占め る割 合 は高 く,総 供 給 情 報 量 の76.2%を 占 め て い る。

イ.消 費 情 報 量

58年 度 に お け る総 消 費情 報 量 は,前 年 度 に 比 べ1.9%増 加 し,48年 度 の1.2

倍 とな って い る。

総 消費 情 報 量 の 内訳 を メ デ ィア グル ー プ別 にみ る と,供 給 情 報 量 で は1%

に も満 た ない 空 間 系 メ デ ィアが 全 体 の36.7%と,電 気 通 信 系 メデ ィア と並 ん

で 大 きな割 合 を 占め て い る(第1-1-15図 参 照)。

第1-1-15図 供給情報量 ・消費情報量に占め る各 メデ ィアの割 合の推移
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(2)情 報 消 費 率 の推 移

供 給 され た情 報 の うち,ど の程 度 の情 報 が 消 費 され た か を示 す 情 報 消 費 率

(総 消費 情 報 量 ÷総 供 給 情 報 量)は 年 々減 少 す る傾 向 に あ り,58年 度 は6.5%

とな って い る(第1-1-16図 参照)。

第1-1-16図 情報消費率の推 移
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(3)情 報 流 通 コス トの推 移

情 報 流 通 コス トは情 報 の発 信 点 か ら受 信 点 まで そ の情 報 を伝 達 す るた め に

必 要 な経 費 で あ る。

58年 度 に お け る総情 報 流 通 コス トは,対 前 年 度 比8.3%増 の40兆4千 億 円

とな り,48年 度 の3.5倍 とな って い る。

58年 度 の総 情 報 流 通 コス トの 内訳 を メ デ ィア グ ル ー プ別 にみ る と,空 間 系

が全 体 の69.2%を 占め,次 い で 電 気通 信 系25.2%,輸 送 系5・6%と な って い

る。 メデ ィア別 で は,学 校 教 育,会 話 の 割合 が高 く,そ れ ぞ れ37.6%,25.4
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%と な って お り,こ れ らに 次 い で 公 社 電話8.796と な ってい る(第1'1-

17図 参 照)。

第1-1-17図 情報流通 コス トと各 メデ ィアゲ ループ別 割合の推移
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(4)情 報流通距離量と情報流通単位コス トの推移

58年 度における総情報流通距離量(消 費情報量 ×流通距離)は,対 前年度

比3.6%増 加 し,48年 度の1.3倍 となっている。

また,58年 度の情報流通単位コス ト(情 報流通コス ト÷情報流通距離量)
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は,対 前年 度 比4,6%増 加 し,48年 度 の2.8倍 とな って い る。

第1-1-18図 は,主 な メ デ ィアに つ い て,縦 軸 に情 報 流 通 距 離 量 を,横

軸 に情 報 流 通 単 位 コス トを と り,48年 度 か ら58年 度 ま で の推 移 を み た もの で

あ る。

全 体 と して は,右 側 に 向か うメ デ ィア,つ ま り,年 々情 報 流 通 単 位 コス ト

が 上 昇 して い る が情 報 流 通 距 離 量 に は大 きな 変 化 が み られ ない メデ ィア が 多

い。 しか し,そ の 中 で,図 の上 方 に向 か うメデ ィア もい くつ か み られ る。 そ

れ は,近 年,急 速 に発 展 して い る メデ ィアで あ り,電 気通 信系 メ デ ィアの デ

ー タ通 信や フ ァ ク シ ミ リで あ る。

第1-1-18図 情報流通距離量と情報 流通単位 コス トの推移
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(5)情 報 化 の展 望

これ ま で の我 が国 の情 報 化 は,主 と して テ レ ビジ ョン放 送,ラ ジオ放 送 と

い った 電 気 通 信 系 の マ ス ・メデ ィ アに よ り,供 給 情 報 量 の 増 大 を もた ら し,

今 や6,5%と い う情 報 消 費 率 が 物 語 る よ うに,情 報 過 多 の 様 相 さえ呈 す る に

至 っ て い る。
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しか しな が ら,総 消 費情 報 量 の約6割 を 占め る電 気 通 信 系 メデ ィ アの 消 費

情 報 量 を マ ス ・メデ ィア とパ ー ソナ ル ・メデ ィア に分 け て み る と,パ ー ソナ

ル ・メデ ィアの 消 費 情 報量 は,過 去10年 間 で マ ス ・メ デ ィアのL2倍 に対 し・

8.7倍 もの 著 しい増 加 を示 してい る。

これ を 更 に メ デ ィ ア別 に み る と,テ レビ ジ ョ ン放 送 の消 費 情 報 量 は 過 去10

年 間 で1.2倍 の 増 加 で,全 体 の 消 費量 に 占 め る割 合 も年 々低 下 傾 向 が み られ
　 や

る の に対 し,デ ー タ通 信 や フ ァ ク シ ミ リとい っ た新 しいパ ー ソナル'メ ア ィ

ア はそ の量 こそ 少 な い もの の,約10倍 あ るい は そ れ 以 上 の 増 加 を 示 してい

る(第1-1-19図 参 照)。

この よ うな,パ ー ソナ ル ・メデ ィア の増 加 傾 向 は,近 年 に お け る ビデ オ テ

ヅクス や 双方 向CATVと い った,リ クエ ス ト型 メデ ィア の 出現 等 とあ い ま

って,我 が 国 の情 報 化 が 温iれる情 報 の 中 か ら よ り個 別 的,専 門 的 な情 報 を 得 る

こ とが で き る情 報選 択 の 時 代 へ進 みつ つ あ る こ とを示 す もの と考 え られ る。

第1-1-19図 消費情報量 と増加率(58年 度/48年 度)
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